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１　愛知県感染症予防計画策定の背景

(1) 　平成１０年１０月２日に「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下「法」という。）が公布され、平成１１年４月１日から施行された。法施行に伴い、伝染病予防法、性病予防法及び後天性免疫不全症候群の予防に関する法律の３法は廃止され、迅速かつ適確な対応と人権尊重の両立を基本とする感染症対策が総合的に推進されることとなった。

(2) 　都道府県は感染症予防計画を、法第１０条第１項に基づき、厚生労働大臣が定める「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針」（平成１１年厚生省告示第１１５号。以下「基本指針」という。）に即して、感染症の予防のための施策の実施に関する計画として定めることになっており、平成１１年９月１０日に現在の「愛知県感染症予防計画」（以下「予防計画」という。）を策定した。
(3) 　平成１５年１２月１９日及び平成１７年４月１日に、基本指針の一部されたことを踏まえ、平成１７年１月１４日及び同年８月９日にそれぞれ予防計画の一部を改正した。
２　愛知県感染症予防計画の骨子

　第１　愛知県感染症予防計画の基本理念

　第２　感染症の発生の予防のための施策に関する事項

　第３　感染症のまん延の防止のための施策に関する事項

　第４　感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項

　第５　感染症に関する調査及び研究に関する事項

　第６　感染症の病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項

　第７　感染症の予防に関する人材の養成に関する事項

　第８　感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の配慮に関する事項

　第９　緊急時における感染症の発生の予防及びまん延防止並びに医療の提供のための施策（国と県及び市町村相互間の連絡体制の確保を含む。）に関する事項
　第10 その他感染症の予防の推進に関する重要事項

３　愛知県感染症予防計画における感染症の予防の推進の基本的な方向

　(1)　事前対応型行政の構築

　　　従来の感染症が発生してから防疫措置を講ずる事後対応型行政から、感染症発生動向調査体制の整備による感染症情報の収集、分析及び公表を中心とした取り組みを通じて、普段から感染症の発生及びまん延を防止していくことに重点を置いた事前対応型行政に転換する。

　(2)　県民個人個人に対する感染症の予防及び治療に重点を置いた対策
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健康対策課
　　　従来の集団防衛に重点を置いた考え方から、県民個人個人における予防及び感染症の患者に対する良質かつ適切な医療の提供を通じた早期治療の積み重ねによる社会全体の予防の推進に転換する。

　(3)　人権への配慮

　　　感染症の患者等を社会から切り離すといった考え方から、感染症の予防と患者等の人権の尊重の両立を基本とする考え方に転換する。また、感染症に関する個人情報の保護に十分留意し、感染症に対する差別や偏見の解消のため、正しい知識の普及啓発

　　に努める。

　(4)　健康危機管理の観点に立った迅速かつ適確な対応

　　　感染症の発生は周囲へまん延する可能性があるため、県民の健康を守る観点から、行政機関内の関係部局を始め、関係機関及び関係団体等と緊密に連携を図り、健康危機管理の観点に立った迅速かつ適確な対応を推進する。

４　愛知県感染症予防計画の主な内容

(1) 感染症の発生の予防のための施策に関する事項

感染症発生動向調査体制
　　　普段から感染症に関する情報を収集及び分析し、県民や医師等医療関係者に対して感染症に関する情報を公表していくこと（以下「感染症発生動向調査」という。）を推進する。このため、感染症の発生状況の届出を担当する病院又は診療所（以下「指定届出機関」という。）の指定等を行い、情報の収集、分析及び公表を実施する。

1  感染症情報の収集

　　ア　全数把握（届出の対象者は下表のとおり）

　○ 医師から保健所長を経由して知事に届出

　○ 知事はその内容を厚生労働大臣に報告

イ　定点把握（届出の対象者は五類感染症の患者（厚生労働省令で定めるもの））

　○ 知事は開設者の同意を得て指定届出機関を指定

· 指定届出機関の管理者から保健所長を経由して知事に届出

　（年齢、性別等を届出。氏名等の個人情報を識別できる情報を除く。）　

　○ 知事はその内容を厚生労働大臣に報告　　　

ウ　積極的疫学調査

　　知事が、感染症の発生状況、原因等を明らかにする場合に、当該感染症の患者等への質問、必要な調査を行う。

2  感染症情報の公表

　県衛生研究所を中心として、収集した県全域の患者情報及び病原体情報を分析し、全国情報と併せて、感染症情報として公表する。

感染症発生動向調査体制フロー図
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一類及び二類感染症の患者



知事、名古屋・豊橋・岡崎・豊田市長による応急

入院勧告

入院勧告をする理

由等を明示した書

面を交付

知事、名古屋・豊橋・岡崎・豊田市長に

よる応急入院措置



　　　　　　

応　　急　　入　　院　（72時間以内）



　

退　　院

知事、名古屋・豊橋・岡崎・豊田市長に

よる勧告・措置による入院（10日以内）

感染症診査協議会で入院の必要

性を審議

意見

通

常

患者からの退院請求

　

退　　院

病原体を保有していないこと

が確認された時には、退院

させなければならない。

知事、名古屋・豊橋・岡崎・豊田市長に

よる入院の延長（10日以内）

感染症診査協議会で入院の必要

性を審議

意見


(2) 感染症のまん延防止のための施策に関する事項　　　　　　　　

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　感染症のまん延防止のために、迅速かつ適確に対応するとともに、個人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　個人の予防及び良質かつ適切な医療の提供を通じた早期治療の積み重ねに

　　よる社会全体の予防の推進を図る。

　　　　 また、入院期間の延長に関して審議する感染症の診査に関する協議会を、

　　　 県内に１０か所設置し、人権を尊重しながら、患者等への医療の確保を図る。

　入院患者発生時の標準的フロー図　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)  感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項

 感染症類型別医療体制
 感染症患者に対して早期に良質かつ適切な医療を提供する体制を確保するため、

感染症患者の入院する医療機関を感染症指定医療機関として、県内に第一種感染症指定医療機関を１か所、第二種感染症指定医療機関を９か所指定する。

	類型
	疾病名
	主な対応
	医療体制
	医療費負担

	指定感染症
	（現在指定なし）
	政令により指定

	新感染症
	（現在該当なし）
	原則として入院
	特定感染所指定医療機関

（国が指定、全国に数箇所）
	
	全額公費負担（医療保険適用なし）

	１類感染症
	エボラ出血熱、クリミア・コンゴ出血熱、重症急性呼吸器症候群、痘そう、ペスト、マールブルグ病、ラッサ熱
	原則として入院
	第１種感染症指定医療機関（都道府県が指定、各都道府県に１ヶ所）
	
	医療保険適用し、残額は公費負担（入院について）

	２類感染症
	急性灰白髄炎、コレラ、細菌性赤痢、ジフテリア、腸チフス、パラチフス
	状況に応じて入院
	第２種感染症指定医療機関（都道府県が指定、各医療圏に１ヶ所）
	
	
	

	３類感染症
	腸管出血性大腸菌感染症
	特定業務への就業制限
	一般の医療機関
	医療保険適用（自己負担あり）

	４類感染症
	Ｅ型肝炎、ウエストナイル熱、黄熱、Ｑ熱、狂犬病、高病原性鳥インフルエンザ、マラリアその他の感染症（政令で規定）
	媒介動物の輸入規制、消毒、ねずみ等の駆除等
	
	

	５類感染症
	インフルエンザ、麻しん、後天性免疫不全症候群、性器クラミジア感染症、急性ウイルス性肝炎（Ａ型及びＥ型を除く）、ＭＲＳＡその他の感染症（省令で規定）
	発生動向の把握、提供
	
	


　緊急時における医療提供のための施策

　　 一類感染症、二類感染症又は新感染症の患者の発生又はそのまん延のおそれが生じた場合には、県は、当該感染症の患者が発生した場合の具体的な医療提供体制や移送の方法等について必要な計画を定め、公表する。
 患者等の人権尊重
 感染症の患者等の人権に尊重しつつ、これらの者に対する良質かつ適切な医療の

提供を確保し、感染症に迅速かつ適確に対応する。

　患者の人権に配慮した入院手続き


　
 (4) 動物由来感染症対策

　　① 獣医師会等関係団体と連携し、県民へ情報提供を行う。
　　② 動物を飼育するものは、動物由来感染症に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を払う。
一類感染症　　患者、疑似症患者及び無症状病原体保有者


二類感染症　　患者、政令で定める感染症の疑似症患者及び無症状病原体保有者


三類感染症　　患者及び無症状病原体保有者


四類感染症　　患者及び無症状病原体保有者


五類感染症　　患者。但し、エイズ及び梅毒は無症状病原体保有者も含む。

















まん延防止対策
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資料　３－５





現行の愛知県感染症予防計画の概要
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⑤勧告等により入院
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⑥情報提供と場合により消毒指示





⑦諮問・答申





③入院勧告等
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第２種感染症指定医療機関を県内に９か所指定
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